




別紙２ 

 

 

係留施設占用者応募申込書 

 

平成  年  月  日 

 

 国土交通省三重河川国道事務所長 様 

 三重県伊勢建設事務所長 様 

 

（〒   －   ） 

            住所（所在地） 

法人名 

代表者氏名                印 

             （事務担当者） 

所属部署 

氏名 

電話 

ＦＡＸ 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 

 

 

   平成 28 年 5 月 23 日付けで募集のありました、一色大橋下流左岸船舶係留施設

における係留施設の管理者募集に参加したいので、応募資格及び募集条件に従っ

て、応募します。 

 

 

       



別紙３ 

 

応募書類について 

 

 

応募時には、次の書類を各３部（正本１部、副本２部）提出する。（日本工業規格Ａ

４縦で提出） 

なお、応募に際して必要となる費用は全て応募者の負担とする。 

 

区分 提出書類 備 考 

① 本社等の所在地、本施設までの距離及び所要

時間 

様式１ 

② 同種業務の履行実績 様式２ 

 

 

③ 

提案書 

※【参考資料】これまでの協議会資料は三重

河川国道事務所ＨＰを参照。 

アドレス

http://www.cbr.mlit.go.jp/mie/jigyo/ 

kasen/houchisen/index.html 

様式３－１～３－６ 

 

 

 

④ 

 

○株式会社等にあっては、最近３ヶ年間の貸

借対照表、損益計算書その他経営内容を明

らかにする書類 

○ＮＰＯ法人にあっては、特定非営利活動促

進法第 29 条第１項の規定に基づき、所轄

庁に報告する最近３ヶ年間の書類 

○その他の団体にあっては、上記書類に準ず

る書類任意の様式により提出のこと 

 

 

⑤ ○定款、寄附行為又はこれに準ずる書類 

○法人登記簿の謄本又はこれに準ずる書類 

法人のパンフレット等があ

れば添付すること 

⑥ 印鑑証明書  

⑦ 平成２５年から平成２７年の法人税、県税並

びに消費税及び地方消費税に係る納税証明

書 

（納税証明書様式その１ 未納税額のみ） 

 

⑧ 誓約書 様式４ 

 

※応募に関する留意事項 

①虚偽又は不正記載をした場合等の取扱い 

応募書類に虚偽又は不正の記載があった場合及び応募者において本要項に掲げる内

容に反する事項が判明した場合は失格とする。期間内に必要な書類等が提出されな

かった場合及び提出書類に必要事項の記載がない場合も同様とする。 

②追加資料の提出、ヒアリングの実施 

河川管理者又は港湾管理者が必要と認める場合には、追加資料の提出、ヒアリング

を求めることがある。 



③費用負担 

応募に関して必要となる費用は、全て応募者の負担とする。 

④応募書類の著作権 

応募書類の著作権は、応募者に帰属する。ただし、河川管理者又は港湾管理者は占

用者の決定の公表及びその他必要と認める場合には、その一部又は全部を無償で使

用することができるものとする。 

⑤応募書類の取扱い 

応募書類は、理由の如何を問わず、返却しない。 
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                         様式１ 

 

本店、本社又は主たる事務所の所在地、 

本施設までの距離及び所要時間 

 

応募者氏名（法人名）  

  

本社等所在地  

本施設までの距離及

び所要時間 

距離（km）  

所要時間（分）  

   

本施設までの経路略図 
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 様式２ 

 

同種業務の履行実績 

 

応募者氏名（法人名）  

  

業務名 ○○○○○○○○業務 

履行期間  

発注機関名 

（委託の場合は記載） 

 

 

業務の概要 

 

 

業務名 ○○○○○○○○業務 

履行期間  

発注機関名 

（委託の場合は記載） 

 

 

業務の概要 

 

 

業務名 ○○○○○○○○業務 

履行期間  

発注機関名 

（委託の場合は記載） 

 

 

業務の概要 

 

 

注1） 同種業務とは、直接あるいは委託を受けてプレジャーボート等の小型船舶、漁船、浮

桟橋等係留施設の保管業務について実績を有すること又は係留施設について河川管理

者又は港湾管理者の占用許可を受けている者をいう。 

注2） 記載する業務は、３件を上限とし、実績数が３件に満たない場合は、実績数分を記載

する。 

注3） 業務の概要は、具体的に記述すること。 

注4） 実績として記載した業務が確認できる証明書類（利用者との契約書（写）、委託契約書

（写）、占用許可書（写）等）を添付すること。 
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様式３－１ 

提案書 

 

応募者氏名（法人名）  

  

提案内容 

 

１ 施設・設備の保守・点検及び清掃等環境整備について 

 

① 施設等の保守・点検の方針（範囲、方法、頻度等）及び実施体制について記

載してください。 

② 許可船舶の係留位置の点検、沈廃船の有無調査・撤去等の方針及び実施体制

について記載してください。 

③ 清掃・除草の方針（範囲、方法、頻度等）及び実施体制について記載して下

さい。 

  ※Ａ４版２ページ以内 

 



別紙３ 

様式３－２ 

提案書 

 

応募者氏名（法人名）  

  

提案内容 

 

２ 災害時の対応について 

 

災害時の対応方針（防止策、連絡体制、発生時の対応方法等）及び実施体制につ

いて記載して下さい。 

  ※Ａ４版２ページ以内 
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様式３－３ 

提案書 

 

応募者氏名（法人名）  

  

提案内容 

 

３ 水質事故等の対応について 

 

水質事故等の対応方針（防止策、連絡体制、発生時の対応方法等）及び実施体制

について記載して下さい。 

  ※Ａ４版２ページ以内 

  



別紙３ 

様式３－４ 

提案書 

 

応募者氏名（法人名）  

  

提案内容 

 

４ 利用者への指導について 

 

利用者への指導・助言の考え方（係留方法・場所、他の水面利用者の自由使用の

妨げ、油漏れによる水質事故、騒音の発生、清掃等の清潔保持、災害時の対策等

の指導及び事故に備えての保険加入等）について記載して下さい。 

  ※Ａ４版２ページ以内 
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様式３－５ 

提案書 

 

応募者氏名（法人名）  

  

提案内容 

 

５ 訓練の実施について 

 

訓練の実施の考え方（頻度・実施方法等）について記載して下さい。 

  ※Ａ４版２ページ以内 
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様式３－６ 

提案書 

 

応募者氏名（法人名）  

  

提案内容 

 

６ 管理運営について 

 

① 係留施設の利用条件の考え方（対象船舶等）について記載して下さい。 

② 地元（漁協、自治会、民間マリーナ等）との連絡体制の考え方について記載

して下さい。 

③ 係留対象でない船舶の所有者に対する指導等について記載して下さい。 

④ 苦情処理の対応方針の考え方及び実施体制について記載して下さい。 

⑤ 協議会との連携確保の考え方について記載して下さい。 

⑥ 使用料金の考え方について記載して下さい。 

⑦ 管理責任者及び管理運営体制について記載して下さい。 

・施設の管理運営に当たる組織図を記載して下さい。 

・1日の標準的な職員配置（勤務時間帯と業務内容）を記載して下さい。 

・外部委託をする場合は、再委託先又は協力先、その理由及び業務範囲を記

載して下さい。 

⑧ 専門的知識、技術等の人的能力について記載して下さい。 

・資格や免許等を有する職員がいる場合は、資格等の名称を記載してくださ

い。（例えば、1級又は 2 級小型船舶操縦士免許を有する者、玉掛技能講

習修了証を有する者、水難救助講習受講者等） 

なお、保有資格については資格証等の写しを添付して下さい。 

・業務経験を有する職員がいる場合は、これまで経験した業務内容、経験年

数等を記載して下さい。 

⑨ 必要な資機材の保有（業務用船舶、牽引用車両、オイルフェンス、オイルマ

ット等）について記載して下さい。 

  ※Ａ４版４ページ以内 

  



       

別紙３ 

様式４ 

 

 国土交通省三重河川国道事務所長 様 

 三重県伊勢建設事務所長 様 

 

                            平成  年  月  日 

 

                    住所 

                    商号又は名称 

                    代表者氏名             印 

 

 

  平成２８年５月２３日付けで募集のありました、一色大橋下流左岸船舶係留施設にお

ける係留施設の管理者募集について、下記のとおり誓約いたします。 

  この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ること

となっても、異議は一切申し立てません。 

 

記 

 

 

①会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）

の規定による更生手続又は再生手続を開始している者でないこと。 

 

②平成２５年から平成２７年において、法人税、県税、消費税及び地方消費税等納付

すべき税金を滞納している者でないこと。 

 

③役員に次の各号に該当する者がいないこと。 

（ア）破産者で復権を得ていない者 

（イ）禁錮以上の刑に処せられ、その執行が終わり又は執行を受けることがなくなっ

た日から２年を経過しない者 

（ウ） 成年被後見人、被保佐人 

 

④暴力団員が実質的に経営を支配する業者等又はこれに準ずる業者等でないこと。 

暴力団員が実質的に経営を支配する業者等又はこれに準ずる業者等を委託先として

いないこと。 

  警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する業者等又はこれに準ずるものと

して排除要請があり、当該状態が継続しているものでないこと。 

 

⑤過去に河川法第７５条又は港湾法５６条の４により河川管理者又は港湾管理者の監

督処分を受けた者でないこと。 

 

⑥特定非営利活動法人については、特定非営利活動促進法（平成 10 年法律第７号）第

42 条の規定に該当する者でないこと。 




